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書評
戒田郁夫著『西欧財政学と明治財政』
?
原 四 郎
ー
全7章からなる本書の第1章は「西欧財政学の導入と普及経路」である。著者は西欧財
政学のわが国への導入・普及過程を， 第1期（維新前後一一明治10年頃）， 第2期（明治
10年代），第3期（明治20年代および30年代），第4期（明治40年代から大正中期まで）の
4期にわけ，それぞれを，導入された財政学の面から， (1)米英経済学輸入期， (2)フランス
財政学輸入期， (3)ドイツ財政学輸入期とし，また導入するわが国の事情から， (2)財政上の
知識と技術の習得期， (3)西欧財政学翻訳時代からの脱皮期， (<1)わが国財政学確立期と特色
づけている。妥当な時期区分というべきであろう。
第1章はこの4期のうちの明治時代（つまり主として 1-3の時期）について，文献の
面と，高等専門教育機関での財政学の講義の面との両面から，西欧財政学の導入と普及の
あとを詳細にあとづけているのだが，第3期におけるドイツ財政学の翻訳面における導入
は，直接経路と間接経路との2つがあったことを指摘した著者（本書12ページ，以下断ら
ぬかぎりページ数は本書のもの）は，後者についてイタリーのコッサの著書をあげた後，
「間接経路として，コッサほどの影響力はなかったけれども，無視し得ないのがワグナー
財政学のイギリス版といわれるバステーブル (C.F. Bastable 1855~1945)の Public
Finance, 1892 〔明治25年〕である」 (14ページ）とのべ， 本書の翻訳が明治32年8月に
出版された一一井土辰九郎・高野岩三郎共訳「財政学」一ーことを指摘している (14ペー
ジ， 37ページ）。本書の第2章「『バステーブル財政学」のわが国への導入とその評価」
は，わが国への西欧財政学導入史の研究にとって「無視し得ない」この著作についての吟
味にあてられている。
第2章はまず，バステーブルが導入されるまでに東大教授の金井延によってドイツ財政
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学の紹介が精力的に行われ，とりわけ彼が明治26年「財政学ノ近況」という講演に於て，
欧米諸国で財政学が最も発達しているのはドイツであり，このドイツの社会政策的財政学
こそ今の日本に導入されるべきであることを力説したことを紹介し，同年の「国家学会雑
誌」の海外新刊書目にバステーブルの「財政学」がいち早く掲載されたとのべる (62ペー
ジ）。そして前述の第3期および第4期においてバスデーブル財政学をわが国に紹介する
のに貢献した井上辰九郎（早稲田），高野岩三郎（東大），堀江帰ー（慶応）の3人の業績
をくわしく吟味している。彼らにはいずれも財政学の著作があり（井上『財政学』， 明治
33年，高野「財政原論』，同39年，堀江「財政学」， 同42年），東京の主要な大学で財政学
を講義した， 日本財政学史上の重要人物である＿バステーブルの紹介にとくに力のあっ
た井上と堀江が私学の教授であったことの意味は，「あとがき」でのべられている (877ペ
ージ）一ーから，その意味で第2章は，バステープルに焦点をあてながら第1章の叙述を
有効に補足するという役割りを果していると見てよいだろう。
しかし第2章はこれにつきない。著者はここでさらに筆をのばして，わが国におけるバ
ステーブル財政学研究の動向を追い，大正末期の高島佐一郎や花戸竜蔵の見解，昭和6年
の中川与之助や藤谷謙二の見解，戦後の島恭彦や大矢圭一の見解を紹介する。さらに著者
は第2章に「欧米における『バステーブル財政学」の地位と評価」という長い付論をつけ
て，バステーブルの生涯と業績を概観すると共に， 『財政学」に対する書評を中心に，彼
の財政学に対する評価の変遷をくわしくたどっている。その結果第2章は全体として90ペ
ージにふくれあがり， 全7章の中では最も長い章となって，本書全体（本文379ペー ジ）
の約4分の1を占めるに至っている。
バステープルは， わが国の西欧財政学導入史上たしかに「無視し得ない」人物である
が，「明治37年にワグナーの翻訳書が現われるに及んでバステーブルの……影が加速的に
薄れ……わが国が国家主義へますます傾斜して行くにつれ，バステーブルが忘れ去られて
行った」 (14ページ）こともまた事実である。そういう人物に対して著者が本書全体から
見てバランスを失するほどの紙数を割いてまで深追いしていることに読者は奇異の念をい
ただくかもしれない。著者はイギリスで最初に現れた財政学の体系的な書物の著者として
当時大きな評価をうけたバステーブルがいまや「忘れられた経済学者」になってしまった
が，財政学説史上の彼の地位を正当に確定することは今後の課題だとし，そのための基礎
作業を試みたとしている (89~90ベージ）が，彼の詳細な著作目録（財政学関係に限らな
ぃ，また財政学関係の主要著書に対する英米の雑誌の書評リストを附す）をふくむ文献史
的考察はそれとして貴重な労作である。また著者にはジェームズ・スチュアートの公債論
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からはじまって，バークリーを経てバステーブルに及ぶイギリス財政思想史の一連の研究
業績があり，この系列と，日本の財政思想史の研究の系列とがクロスするのがこのバステ
ーブルであってみれば， 本書でこの人物がクローズ・アップされていることはうなずけ
る。ただ読者としては，バステーブルの財政学には， ドイツ財政学の体系性がどのように
吸収されているか，にもかかわらずその体系に盛られた内容にはイギリス自由主義思想が
どのように詠うっているかが，主著に即して具体的にもうすこしくわしく説明され，その
うえで財政学史上の地位づけが著者自身によって＿たとえ暫定的であっても一ーなされ
ていたら，バステーブル像がもっとくっきりと浮び上っただろうという感じをぬぐい切れ
なyヽ。この点についての著者の見解は第2章の随所にみられるが，いずれも断片的で，か
つ他人のバステーブル論に関するコメントという間接的なかたち（「あとがき」での「示
唆」〔377ページ〕も同様）をとっている。著者自身による直接的な「財政学」の特質の紹
介と評価にあてられた一節があれば，本書のバステープル論は一段と光彩を加えたことで
あろう。
? ?
第2章の最後にバステープルの著作に関する文献目録が付せられていることはさきに見
たが，実は第1章の最後にも「明治期における財政文献目録」がかかげられている。この
種の目録は第1章，第2章のみならず，第3章にも第4章にも用意されていて，周到な資
料的整備の上での立論は，著者の手堅い学風のあらわれであり，本書の大きなメリットの
1つである。そのことの例証として， 「明治期における財政文献目録」をとりあげて見よ
う。
この目録は明治1~45年に刊行された財政文献（財政学でなく財政であることに留意さ
れたい）が翻訳書と著書（いずれも単行本）に二分され，それぞれが前掲の4期にわけて
刊行年月順に配列されている。書誌的データは，書名の他，冊数， 編・著者名， 翻訳者
名，出版年月，発行地，発行者である（翻訳の場合は底本を注記）。
著者は最初に 11種の文献目録を参考文献としてかかげているが， その編者は本庄榮治
郎，中川与之助，大淵利男らの経済学者か，太田重弘らの図書館員または三橋猛雄のよう
な古書店主である。質の高い文献目録ができる条件は，学者が編集する場合には充実した
図書館を十分活用し，有能なライブラリアンの助力が得られること，ライブラリアンらが
編集する場合は， 主題に関する専門の学者のアドパイスまたは校閲が得られることであ
る。つまりすぐれた文献目録は，専門学者とライブラリアンまたはドキュメンタリストと
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の協力によってはじめて生れる。著者の編む文献目録がすぐれているのは，著者が天野敬
太郎氏や彼のそだてた優秀なライブラリアンのいる関西大学の図書館をフルに活用したた
めであろうと思われる。
最近は文献のコピーが簡単にできるようになり，図書館の相互貸借制度などのサービス
が改善されたので，所用の文献を入手することは比較的容易となったが，入手した文献の
書誌的データを確定することは，この「明治期における文献目録」の場合でも，それほど容
易なことではない。たとえば出版の年月が明記されていないことが，この文献目録に多数
出てくる校外生のために私学が発行した講義録などには少なくない。著者は種々の方法で
その年月を推定し（角ガッコにつつんである），刊年不明の文献を翻訳書で2,著書で5,
計7点にまでしぼりこんだ。また翻訳書の場合，明治初期のものは底本についての記述が
全然ないこともあり，あっても極めて不十分で，何という本の第何版を底本としたか，ま
た全訳か抄訳かなどを確定することがむつかしいことがままある。英語以外の言語で書か
れたものの英訳からの重訳の場合，あるいは数種の底本の抄訳を編集した場合は一そう複
雑である。著者はこの点の調査にも努力して，その結果を注記しており（翻訳書94点のう
ち底本の注記のないものはわずか 10点），これによって従来の目録の欠がある程度うずめ
られた。
文献目録に出てくる人名は巻末の人名索引には省かれている。しかし文献目録の人名中
重要なものは何らかのかたちで本文にも登場するので， その人物は人名索引でもひろえ
る。本書の人名索引はH本人も外国人も原則としてすべて生歿年が注記されているので，
読者はこれによって，著訳者の生存した時代を知りうる（たとえばAの第3番目に出てく
る Baxter,Bの第8番目に出てくる福井信）。この点も本書のメリットの 1つである。
文献目録編集上の問題点に，主題にてらしてどの範囲のものまで採録するかということ
がある。いいかえればボーダーラインにあるものの処理で，これをあまくすると主題がぼ
やけ，きびしくしすぎると利用価値がさがる。財政という主題のこの目録の場合，間題と
なるのは，財政または財政学を部分的にふくむ経済または経済学の文献をどの程度まで採
録するかということであろう。
そういう観点からこの目録の A翻訳書をみてゆくと， M. G. Fawcettの Political
Economy for Beginnersの林正明訳と田沢鎮太郎訳とがあがっている（後者は注記の中
で）ことが目につく。本魯の最終篇たる SectionIVは OnForeign Commerce, Credit 
and Taxationであるが， 著者が注記しているように， 前記の2つの邦訳はいずれもこ
の Taxationの部分をふくんでおり， なればこそ本書がこの文献目録にとりあげられた
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のである。フォーセット夫人のこの入門書は，明治時代にわが国で最も広く読まれた書物
で，原書の復刻版が明治16年に出たばかりでなく，翻訳もここにあがっている 2種だけに
とどまらず，その後も明治末年までに数種の新訳が出た。したがって永田健助らによる他
の邦訳もあわせて注記されたほうがよかったと思われるが，より大きな問題は，この文献
目録では，経済学の書物としてこの入門書の他にアメリカの Perryの Elemeれt,of 
Political Economyの訳「彼理氏理財原論」（明治9~11年）とドイツの Schonberg編
の経済学叢書の中の彼の論文 DieVolkswirtschaftの訳『国家経済論」（明治30年）の
2つだけしかあげられていないということである。フォーセット夫人の協力によって書き
上げられた H.Fawcettの Manualof Political Economyは，夫人の方の書物が「小
経済書」といわれたのに対して「大経済書」といわれてこれまた明治時代に普及，復刻版
（明治20年）の他邦訳も数種出た。 このうちで本目録では， 原書の最終編 BookN, 
Taxationの部分のみを矢野常太郎が訳した『租税論」（明治20年）をあげているが，本
書の全訳である天野為之の訳（明治21年）もあげるべきではないか。さらに，フォーセッ
トも彼の夫人も，その租税論においてアダム・スミスの課税原則から説きおこしているの
だが， スミスがそれを論じている『国富論』の邦訳もとりあげておくべきではなかった
か。本目録では「国富論」が印紙税に論及したところを陸奥宗光が翻訳した「印紙税略
説」（明治6年）をあげている。 この珍らしい文献を見落さなかったのは注目に値いする
が，『国富論Jの財政論たる最終篇 BookV, The revenue of the sovereign, or com-
monwealthの邦訳である石川哄作・嵯峨正作分訳「富国論」第3巻（経済雑誌社，東
京，明治21年4月）もまた，採録しておいた方がよかったと思われる。
B著書についても A翻訳書と同様の問題， つまり広く経済学全般にわたる著書でその
一部に財政についての記述のあるものをどうとりあっかうかという問題がある。その意味
で検討されるべき明治の経済学者の著作はすくなくないが，ここではその例証として，田
口卯吉が『東京経済雑誌」にのせた時論をまとめた『経済策』， 「続経済策」（明治15,23 
年， ともに経済雑誌社）と，天野為之が「東洋経済新報Jにのせた時論をまとめた『経済
策論」（明治43年，実業之日本社）をあげるにとどめよう。
皿
本書の第1章の I「文献による財政学の導入と普及」で著者が明治期を4期に区分して
説明していることは上述したが，そのうちの第2期（明治10年代）の説明の中につぎのよ
うにのべられている。「なお，第2期のもう一つの特徴として， 西欧財政学の導入と普及
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が進む一方で，この期を境に日本の財政事情が外国に紹介され始めたことを付け加えてお
こう。紹介は， いずれも日本とゆかりのある外国人の手によって行われることが多かっ
た」 (8ページ）。本書の後半である第3~7章は， この点の説明にあてられる。すなわ
ち，第3章「日本財政情報の欧米への伝播経路」はこの問題についての総論にあたり，っ
づく第4章以下はその各論にあたる。そこで著者は， 「日本財政文献欧語別発行点数」表
(148ページ）がしめすように， 独• 仏・伊・露の各国語にくらべて圧倒的に多い英語文
献にしぼって，いくつかの視角から， 日本財政の紹介状況を具体的に説明している。
第3章で著者はまず，明治10年代に日本の財政事情が欧米に伝播しはじめた理由として，
外国の側では，アジア進出の拠点として，未開拓の商品輸出市場として，多大の関心を寄
せている日本に関する情報， とくにその財政経済状況を正確につたえる情報を必要として
いたこと，わが国の側では，西南の役を解決して国内経営に自信をもった政府が，わが国
の政治経済の安定性を外国にPRして国際的地位の改善に資したいとの願いを強くしたこ
とをあげる。そしてこういう内外両而の必要から伝達されるようになった情報について，
伝達の主体 (A外国人〔駐日外交官， 在日民間人， お雁い外国人， その他〕， B日本人
［海外留学生，海外駐在の外交官と民間人，行政官，大学教師とジャーナリスト〕），伝達
の手段（領事報告書などの官庁刊行物と新聞雑誌などの民間刊行物），情報の量と質（例と
して F.マーシャル，ウェルズ，マイエットの著作があげられている）の3点にわけて概
説したあと，主題に関する明治時代の欧語文献リスト (4期にわけてある）を掲載してい
る。第1期 (1868~76)では3点， 第2期(1877~86)では 19点，第3期 (1887~1896)
では31点（この中にあるドロッパースの2論文は340~341ページに言及されている）と漸
増してきた文献数は第4期 (1897~1912)にいたって 264点と飛躍的に増大している（な
お全期にわたって英語文献が最も多いが，独• 仏語文献もすくなくなく，第4期にはロシ
ア語やイタリア語の文献もでてくる）。
第4章は，明治6年にわが国が7分利付英貨債をロンドンで募集したことに関連して，
当時の英文紙・誌にあらわれた日本財政の論評を紹介する。とりわけ1873年1月18日号の
ロンドン『エコノミスト」にのったきびしい日本財政批判と， その論調とは対照的に，
1872年9月の「ブラックウッヅ・エデンバラ・マガジン』にのった， 日本財政の前途を楽
観的にとらえる無署名の報告—その筆者は駐仏日本公使館のお雇い外人（イギリス人）
F. マーシャルである一ーとが， 明治6年の井上馨の辞任の後をうけて大蔵省事務総裁と
なった大隅重信によって同年 6 月 9 日に「明治 6年歳入出見込会計表」が公表—わが国
における予算公開のはじまり一ーされ，これがただちに『ジャパン・ウィークリー・メイ
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ル」に好意的に紹介されて反饗をよぶ経過とともにくわしく紹介される。ここでは，均衡
財政政策論（井上・澁沢，そして松方）と積極財政政策論（大隅）との思想的対立と，そ
れぞれを支持する英字紙・誌の論調とが， 「相互に投影し合った」 (229ページ）事情がヴ
イヴィッドにのべられており，基礎資料に密着した地味な筆致で終始書かれている本書の
中では，最もエキサイティングな一章となっている。だがこの章もまた最後に，有益な資
料的付論として，『エコノミスト」 (1868~1912)に掲載された日本財政論ーー1877年のシ
ャンド (A.A. Shand)の一文以外はすべて無署名一ーのリストがかかげらているので
ある。，
本章の残りの部分（第5~7章）は， 2人の駐日外交官マウンジーとガビンズ，および
在米留学生柴四朗の3人の日本財政分析の紹介にあてられる。いずれも英文で，ほぼ明治
10年代すなわち著者の時期区分では第2期に書かれたものであって，それらが発表年代順
にとりあげられている。
まずマウンジー (A.H.Mounsey)の日本財政報告は，彼が1876年2月から1878年10月
の約2年半の在日中に本国におくった日本の明治6年から12年までの予算についての報告
で， 「西洋人による日本財政論の喘矢」 (378ページ）であると同時に「彼以後の公使館書
記官による日本財政分析のパターンを形成したもの」 (344ページ）であり，またマイエッ
トの「日本公債弁」 （明治12年）やラートゲンの『日本の国民経済と財政J(明治14年）
にも影響を及ぼした (347ページ）という意味で，格別の重要性を持つものである。第5
章で著者は，マウンジ一報告の書かれた背景やこの報告内容の特徴と意義について分析す
るとともに，報告全文の翻訳をのせている。
つぎに著者は第6章でガビンズ (J.H. Gubbins)の「日本租税報告」をとりあげてい
るが，ガビンズは領事として在日イギリス公使館に勤務しはじめるのは1871年4月でマウ
ンジーより早く， 1888年10月に離日するまで17年の長きにわたって在日した。その間彼は
1884年，同86年およぴ同88年の3回日本財政について本国に報告書を送った。著者はその
概要を紹介するとともに，ガビンズ報告の特徴と意義について書いている。
著者によれば， マウンジ一報告が他人が蒐集・翻訳した資料を使って書かれたのに対
し，ガビンズは自分の耳・目・足で丹念に集めた資料を使って報告を作った(344ペー ジ）。
内容的にはマウンジ一報告が各年度の予算書の分析が中心だったのに対し， 租税制度や
銀行券償却計画など各論的な分析が中心であり， かつ租税制度の変遷まであとづけて，
マウンジ一報告の欠をうずめている。より具体的にいえば，ガビンズはマウンジーがほと
んど顧みなかった地方税をくわしくとりあげているし，国税についてもガビンズの分析は
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ずっと鋭くほりさげられている (323~327ベージ）。国税の中でとくに彼が重視するのは
地租であり，地租改正の内容や意義をくわしく論じている。彼は代表作の一つである The
making of modern Japan (1922)で自分の「租税報告」に基づいて地租改正を論じて
いるが，この著書によって日本の近代税制の導入事情がくわしく欧米に伝えられた。著者
はこの点にガビンズのはたした役割の大きさを見ている (344ペー ジ）。
最後に第7章で著者は，アメリカのホウォートン・スクールに留学していた柴四朗が卒
業論文として書いた Taxationin Japanという論文一ーそれは 1885(明治18)年に
The Wharton School Annals of Political Scienceの創刊号に掲載された一ーを， 「日
本人留学生が西欧語で書いた最初の日本財政論」 (378ページ）としてとりあげる。
わずか16ページのこの論文で柴は日本の租税制度史を古代から現代まで概観し，最後に
明治に入って租税制度が「大きく改善された」 (371ページ）ことを，明治政府の関税政
策，中央と地方の関係についての政策，公債政策などについてのべ，ナショナリストとし
ての見解を吐露している。著者はこのように柴論文を要約しつつ，それが日本の租税制度
をアメリカに紹介した啓蒙的論文としても， 日本の財政についての専門的研究論文として
も，「いずれにしてもあまりにも中途半端であった」とし (374ページ）ながらも，これが
日本人が欧米の学術誌上で日本の財政事情を最初に紹介した文献であり， (348ペー ジ），
ラートゲンの酷評 (170ぺ9ー ジ）にもかかわらず，「外国語で書かれた日本の租税制度の歴
史的叙述という範囲に限れば，類書がなかったという意味で，同時代としてユニークであ
った」と評価している (371ペー ジ）。
N 
本書は，帝国主義的傾向を顕在化しつつあった欧米列強が角逐する国際場裡に急速な近
代化をめざして新たに登場した日本と列強との間におこった情報交流の実態を，その一側
面にスボットをあてて照し出そうとした労作である。日本の側からみると，最初の2章は
情報の流入を，第3章以下はその流出をとりあっかっている。そして著者自身「もし本書
にユニークさがあるとすれば，後者にそれを見出すことができるのではなかろうか」 (378
ページ）とのべている。
西欧財政学のわが国への導入史については，最近かなり研究が進んできていることは事
実だが，しかしこの分野でも本書の貢献が小さくないことは前述の通りである。だがこれ
にくらべて日本財政の西欧への紹介ということについては，調査も研究もほとんどない。
たしかに著者も指摘しているように，マウンジ一報告については大山敷太郎の昭和9年の
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論文があるが (261ページ），明治財政の西欧への紹介という大きなテーマ（乃至問題意識）
の一環と、してとりあげられたものではない。また東海散士の経済思想に最初に注目したの
は上野格 (361ペー ジ）だが， 東海散士がアメリカ留学中に日本の租税制度についてのペ
ーパーを発表したことは言及されてなかった。この学界で未開拓の領域にはじめて本格的
な鍬を入れたことは，本書の大きな功績といってよいだろう。
だがこの領域の研究には，未だ今後にのこされているところが広いこともまた本書はし
めしている。本書は主として英語文献について，しかもその中でも明治初期にイギリス人
によって書かれた若干の文献をとりあげるにとどまり，日本人の著作では柴四朗のものが
紹介されているだけである。だが著者がヴェンクシュテルンとナコッドの文献目録 (147
ページの注5参照）を基礎として作成した「ヨーロッパ語で発行された文献目録」を見る
と，実に多くの情報が欧米諸国にもたらされているかがわかり，これらの情報をくわしく
調査すると，多くの興味ある問題がうかびあがってくるであろうことが予想される。この
種の情報の相互関係については本書は若干言及するにとどまっている。またこの目録によ
って， たとえば添田寿ーはイギリスの EconomicJournalにいくつかの情報を提供して
おり，神戸正雄はドイツの Finanzarchivに同様のことをしていることがわかるが，添
田も神戸も，西欧財政学のわが国への導入に大きな役割りをはたした人物であることは，
本書の第1章があきらかにしている通りである。してみれば，本書が後半で柴四朗の他に
この2人による明治財政の英独への紹介をとりあげていたとすれば，本書の前半と後半と
が更につよくむすびつき， 『西欧財政学と明治財政」というタイトルの「と」の意味が一
段と深まったろうと思われる。だが読者にこうした種々の希望や感想を生ませて未開の分
野への関心を刺激することもまた，豊富な研究情報を盛った諸種の文献目録を用意して最
初の一鍬を入れた本書のメリットといえるかもしれない。
（関西大学出版部， 1988年3月刊， A5判， 400ベー ジ， 6,700円）
101 
